
平成26年9月3日
財　  務  　省

(単位：億円)

26年度 27年度 26年度 27年度 26年度 27年度 26年度 27年度 26年度 27年度 26年度 27年度
（特別会計）

エネルギー対策特別会計  161  82  -  -  -  -  161  82  15,858  15,864  16,019  15,946

食料安定供給特別会計  29  37  -  -  -  -  29  37  308  433  337  470

（政府関係機関）
(3,200) (3,000)

株式会社日本政策金融公庫  49,060  46,200  455  650  1,850  1,850  51,365  48,700  21,982  21,147  73,347  69,847

(100) (100)

沖縄振興開発金融公庫  825  690  25  27  -  -  850  717  352  455  1,202  1,172

(200) (200)

株式会社国際協力銀行  3,000  2,500  310  -  5,000  5,000  8,310  7,500  14,190  10,700  22,500  18,200

(800) (800)

独立行政法人国際協力機構  4,220  3,850  -  -  600  600  4,820  4,450  5,065  5,435  9,885  9,885
（独立行政法人等）

(20,720) (16,634)
独立行政法人住宅金融支援機構  2,280  2,100  -  -  -  -  2,280  2,100  24,308  21,744  26,588  23,844

(800) (700)

独立行政法人都市再生機構  5,561  4,714  -  18  -  -  5,561  4,732  9,669  9,611  15,230  14,343

(60) (60)

独立行政法人水資源機構  79  97  -  -  -  -  79  97  1,681  1,625  1,760  1,722

地方公共団体金融機構  -  -  -  -  6,300  4,500  6,300  4,500  25,780  23,822  32,080  28,322

独立行政法人鉄道建設・運輸施 (1,630) (1,480)

設整備支援機構  557  562  -  135  -  -  557  697  4,055  2,992  4,612  3,689

独立行政法人石油天然ガス・金
属鉱物資源機構  34  9  810  937  -  -  844  946  478  518  1,322  1,464

(200) (400)

独立行政法人福祉医療機構  3,986  4,836  -  50  -  -  3,986  4,886  341 △215  4,327  4,671

(50) (50)

独立行政法人国立病院機構  336  395  -  -  -  -  336  395  417  489  753  884
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機    関    名
財政融資 産業投資 政府保証 合      計

参           考



(単位：億円)

26年度 27年度 26年度 27年度 26年度 27年度 26年度 27年度 26年度 27年度 26年度 27年度
自己資金等 再    計機    関    名

財政融資 産業投資 政府保証 合      計
参           考

独立行政法人国立がん研究セン
ター  19  17  -  -  -  -  19  17 1 2  20  19

独立行政法人国立循環器病研究
センター  -  33  -  -  -  -  -  33  -  14  -  47

独立行政法人国立国際医療研究
センター  32  -  -  -  -  -  32  -  3  -  35  - 

独立行政法人国立成育医療研究
センター  -  41  -  -  -  -  -  41  -  -  -  41

独立行政法人国立長寿医療研究
センター  -  20  -  -  -  -  -  20  -  2  -  22

独立行政法人地域医療機能推進 (50) (50)

機構  319  262  -  -  -  -  319  262  50  50  369  312

日本私立学校振興・共済事業団  367  417  -  -  -  -  367  417  265  283  632  700

独立行政法人国立大学財務・経 (50) (50)

営センター  561  574  -  -  -  -  561  574  42  46  603  620

(1,800) (1,400)

独立行政法人日本学生支援機構  8,596  8,412  -  -  -  -  8,596  8,412  81  238  8,677  8,650

独立行政法人森林総合研究所  64  63  -  -  -  -  64  63  260  293  324  356

独立行政法人日本高速道路保有 (5,200) (3,700)

・債務返済機構  -  -  -  -  19,400  14,030  19,400  14,030  27,141  24,411  46,541  38,441

独立行政法人奄美群島振興開発
基金  -  -  2  2  -  -  2  2  24  25  26  27

預金保険機構  -  -  -  300  -  -  -  300  -  -  -  300

（地方公共団体）

地方公共団体  34,530  33,300  -  -  -  -  34,530  33,300  95,297  94,727  129,827  128,027

（特殊会社等）
一般財団法人民間都市開発推進
機構  -  -  -  -  310  310  310  310  210  210  520  520

(2,402) (2,572)

株式会社商工組合中央金庫  -  -  135  300  -  -  135  300  23,365  24,030  23,500  24,330



(単位：億円)

26年度 27年度 26年度 27年度 26年度 27年度 26年度 27年度 26年度 27年度 26年度 27年度
自己資金等 再    計機    関    名

財政融資 産業投資 政府保証 合      計
参           考

株式会社農林漁業成長産業化支
 -  -  150  150  -  -  150  150  200  150  350  300

(372) (376)

新関西国際空港株式会社  -  -  -  -  300  200  300  200  708  737  1,008  937

(127)

中部国際空港株式会社  -  -  -  -  330  338  330  338  353  178  683  516

株式会社海外交通・都市開発事
業支援機構  -  -  585  870  510  1,000  1,095  1,870  10  200  1,105  2,070

株式会社民間資金等活用事業推
進機構  -  -  300  100  2,912  2,000  3,212  2,100  744  1,000  3,956  3,100

(4,000) (4,000)

株式会社日本政策投資銀行  3,000  3,000  -  -  3,500  3,500  6,500  6,500  14,500  14,500  21,000  21,000

株式会社産業革新機構  -  -  100  -  -  -  100  -  2,400  -  2,500  - 

株式会社海外需要開拓支援機構  -  -  300  100  -  -  300  100  50  -  350  100

株式会社海外通信・放送基盤整
備等事業支援機構（仮称）  -  -  -  340  -  -  -  340  -  150  -  490

(41,761) (35,572)
 117,616  112,211  3,172  3,979  41,012  33,328  161,800  149,518

　　５．｢参考｣欄の計数は、それぞれ四捨五入によっている。
　　６．この計数は平成26年8月31日現在のものである。

援機構

合     計

(注)１．｢財政融資｣、｢産業投資｣及び｢政府保証｣は、それぞれ｢財政融資資金の長期運用に対する特別措置に関する法律｣(昭48法7)第5条第2項第1号、第2号及び第3号
　　　に掲げる運用、投資及び債務保証である。
　　２．｢26年度｣は平成26年度当初計画額、｢27年度｣は平成27年度要求額である。

　　４．地方公共団体の平成27年度要求額は、例年同様、財政投融資計画要求のベースとなる地方債計画の規模が仮置きであるため、財政投融資計画要求額について
　　　も仮置きとなっている。また、震災復興対応分の要求額は、今後調整することとしているため、平成27年度の上記計数に含まれていない。

　　３．｢自己資金等｣欄の(　)書は、財投機関債(独立行政法人等が民間金融市場において個別に発行する政府保証のない公募債券をいう。)の発行により調達する金
　　　額を内書したものである｡
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